
施策コード 1653

施策の評価と今
後の方向性
（施策を取り巻く
環境の変化と、
施策内における
22年度以降の経
営資源の配分方
針など）

 【施策の評価 】
 マーケティング調査による「身近に地域活動の場所があると思う区民の割合」は、年度
により増減している。今後とも、自治会館建設助成や修繕助成などを積極的に取り組
み、身近に地域活動が行える拠点づくりに努める。
　また、地域コミュニティ施設は、年間１４７万人に及ぶ利用者により活用されている。平
成２０年４月から「地域コミュニティ施設」として再編するとともに、平成２０年７月からは、
「施設予約システム」の導入により、施設予約の利便性も向上したが、更なる良好な維
持管理及び利便性の向上に努める。
【コスト分析 】
　トータルコストについては、[地域コミュニティ施設管理運営」が平成２０年度から新たに
加わったため、前年度との比較はできない。
【今後の方向性 】
　高齢者や障害をもつ人にも使いやすい施設とするため、施設の総合的なバリアフリー
化を進めることで、多くの区民が、より利用しやすいよう改善していく。

経営資源配分の
方向性（なにを、
いつまでに、どの
ようにして行うの
か）

地域コミュニティ施設については、高齢者や障害をもつ人にも使いやい施設とするた
め、平成２１年度から平成２３年度を計画期間とする、地域コミュニティ施設バリアフリー
化事業を実施する。具体的には、ホール舞台スロープ、トイレ洋式化、トイレ手すり設
置、点字誘導ブロック設置、階段手すり設置、ピクトサイン設置など総合的なバリアフ
リー化を進める。
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成果指標１
予定 ％ 36.00身近に地域活動の場所

があると思う区民の割合
（マーケティング調査） 実績 ％ 37.10

現状と課題
（成果指標分析）

　地域での集会施設や活動拠点ともなる自治町会会館の建設に対し、その支援や助成
を行い、地域活動の振興に資することとしており、現在、延べ60の自治町会に助成を
行った。（会館保有は75自治町会）
　平成20年度には、地区センター、集会所、社会教育館、敬老館について、利用目的や
利用年齢等の制限をはずし、地域コミュニティ施設として再編するとともに、７月には「施
設予約システム」を導入し、施設予約の利便性の向上を図った。
　今後は、地域コミュニティ施設の良好な維持管理に努め、また、バリアフリーへの対応
を進めていく必要がある。

単位 1７年度 1８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

地域振興部

担当課 地域振興課

施策意図
地域住民及び地域活動団体の活動拠点が身近な場所にある。

平成２１年度　施策評価表

施策名 地域活動拠点
担当部





平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 地域活動拠点
担当部 地域振興部 施策トータルコスト(千円）

1,175,038担当課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト（千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

165304 自治町会会館整備費助成

２０年度 43,992

15,988 3.74% － B

１９年度 28,004

地域振興課

成果向上と
効率性の分析

（手段）

区の職員が直
接関与する必

要性

B

２０実績 ２１予定

46.00 47.00

成果指標
１

会館保有率＝会館保有自治町会／３００世帯以上の
自治町会×１００

単位

％

成果指標
２ －

0.07%

成果指標
１ 不動産登記自治町会数（累計）

単位

２０実績 ２１予定

－ －
－

団体

165305 自治町会不動産登記費助成

２０年度 854

１９年度 819

成果指標
２ －

35

２１予定

－ －

B － B

２０実績 ２１予定

32.00 34.00

96.18%

成果指標
１ 利用率＝年間利用件数／年間利用可能件数×１００

単位

－

２０実績

２０実績165306
地域コミュニティ施設管理運

営

２０年度 1,130,192

１９年度 －

成果指標
２ 年間利用者数

1,130,192

２１予定

1,472,390.00 1,500,000.00

％

－ － B

２１予定

39.00 42.00

0.00%

成果指標
１

単位

人

２０実績

２０年度

１９年度

成果指標
２

0

２１予定

２０実績 ２１予定

0.00%

成果指標
１

単位

２０実績

２０年度

１９年度

成果指標
２

0

２１予定２０実績

２０実績 ２１予定



施策コード 1654

施策の評価と今
後の方向性
（施策を取り巻く
環境の変化と、
施策内における
22年度以降の経
営資源の配分方
針など）

【施策の評価 】
　成果指標２のマーケティング調査「地域活動に参加している区民の割合」は、毎年、増
減はあるが、ほぼ横ばい傾向である。
地域活動への参加意識を高めるため、地域住民によるまちづくりやふれいあいなどの
様々な地域活動を支援し、地域と行政との協働により、地域の活性化を図っていく必要
がある。
【コスト分析 】
　「地区センターまつり等支援」、「まちづくり懇談会」、「地区まつり助成」は実績がここ数
年横ばいであり、「自治町会世帯助成」は、世帯数の微増により、実績は増加しており、
トータルコストとしては微増傾向にある。
【今後の方向性 】
　地域住民によるまちづくりやふれいあいなどの様々な地域活動を支援し、地域と行政
との協働により、地域の活性化を図っていく。

経営資源配分の
方向性（なにを、
いつまでに、どの
ようにして行うの
か）

 地域の課題解決のためには、地域との連携が不可欠であり、今後も地域活動の活性
化のため、ボランティ保険や自治町会世帯助成、地区まつり助成、地区ニュースの発行
など様々な側面支援を積極的に進める。

実績 － － － － －

成果指標３
予定 － － － － － －

成果指標２
予定 ％ 18.30

－

実績 ％ 19.60

地域活動に参加している
区民の割合（マーケティン
グ調査）

25.00

－ － 3,719.00

19.6016.60 23.40

－ － －

18.40 19.20 24.00

3,900.00
成果指標１

予定 団体 －地域コミュニティ施設の利
用団体登録数

実績 団体 －

現状と課題
（成果指標分析）

 安全、安心なまちや暮らしやすいまちとするためには、そこに住む地域住民による様々
な自発的な自治活動や相互協力が不可欠である。
　こうした地域活動を側面から支援するため、各地域に地区センター長を置き、地域活
動の活性化に資するとともに、地域と行政との連携や調整、自治町会助成や地区まつり
助成などの支援を行い、地域の活力向上に努めてきた。
　しかし、一方では、地域活動を推進するリーダーの固定化や近隣関係の希薄化などの
課題もある。今後とも、自治町会活動の活性化を図るため、様々な支援や協働を進めて
いく必要がある。

単位 1７年度 1８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

平成２１年度　施策評価表

施策名 地域活動の支援
担当部 地域振興部

担当課 地域振興課

施策意図
地域活動が積極的に行われている。





平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 地域活動の支援
担当部 地域振興部 施策トータルコスト(千円）

229,269担当課 地域振興課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト（千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

成果向上と
効率性の分析

（手段）

区の職員が直
接関与する必

要性

165401 ボランティア保険

２０年度 2,351

-88 1.03% B － B

１９年度 2,439

成果指標
１

ボランティア保険に加入した団体数(より多くの団体が
安心してボランティア活動ができることを表す指標)

単位

団体

２０実績 ２１予定

839.00 900.00

成果指標
２ － ー

２０実績 ２１予定

－ －

165402 地区センターまつり等支援

２０年度 13,175

1,333 5.75% B － B

１９年度 11,842

成果指標
１ 実施地区率＝実施地区数／対象地区数（１９地区）

単位

％

２０実績 ２１予定

52.63 52.63

成果指標
２ － ー

２０実績 ２１予定

－ －

165404
地域活動の支援・協働の推

進

２０年度 106,904

1,708 46.63% B － B

１９年度 105,196

成果指標
１ 身近な地域活動の場所（マーケティング調査）

単位

％

２０実績 ２１予定

36.50 45.00

成果指標
２ － ー

２０実績 ２１予定

－ －

165405 地区ニュース発行

２０年度 4,655

609 2.03% B － B

１９年度 4,046

成果指標
１

発行率＝発行地区数／発行対象地区数（１９地区）
×１００

単位

％

２０実績 ２１予定

42.10 42.10

成果指標
２ － ー

２０実績 ２１予定

－ －

165406 自治町会掲示板設置費助成

２０年度 4,776

-577 2.08% B － B

１９年度 5,353

成果指標
１ 助成基数（累計）

単位

台

２０実績 ２１予定

913.00 963.00

成果指標
２ 助成自治町会数（累計） 団体

２０実績 ２１予定

298.00 320.00



平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 地域活動の支援
担当部 地域振興部 施策トータルコスト(千円）

229,269担当課 地域振興課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト（千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

成果向上と
効率性の分析

（手段）

区の職員が直
接関与する必

要性

165407 まちづくり懇談会

２０年度 11,369

1,395 4.96% B － B

１９年度 9,974

成果指標
１ 組織化率＝組織化地区数／対象地区数×１００

単位

％

２０実績 ２１予定

36.84 42.00

成果指標
２ 主な活動回数（地区センターまつり等） 回

２０実績 ２１予定

25.00 27.00

165408 地区まつり助成

２０年度 19,648

2,604 8.57% B － B

１９年度 17,044

成果指標
１

実施地区率＝実施地区数／対象地区数（１９地区）
×１００

単位

％

２０実績 ２１予定

79.00 79.00

成果指標
２ 参加者数（総計） 人

２０実績 ２１予定

102,148.00 120,000.00

165410 まちかど勉強会

２０年度 447

178 0.19% B － B

１９年度 269

成果指標
１

開催地区率＝開催地区数／対象地区数（１９地区）
×１００

単位

％

２０実績 ２１予定

21.05 30.00

成果指標
２ － ー

２０実績 ２１予定

－ －

165411 自治町会世帯助成

２０年度 65,944

428 28.76% B － B

１９年度 65,516

成果指標
１

地域活動参加率＝最近１年間に地域活動に参加し
たことがありますか（葛飾区政策・施策マーケティング
調査）

単位

％

２０実績 ２１予定

19.60 24.00

成果指標
２ － ー

２０実績 ２１予定

－ －

２０年度

0 0.00%

１９年度

成果指標
１

単位

２０実績 ２１予定

成果指標
２

２０実績 ２１予定



施策コード 1655

施策の評価と今
後の方向性
（施策を取り巻く
環境の変化と、
施策内における
22年度以降の経
営資源の配分方
針など）

【施策の評価・成果分析】
　成果指標１の「区内のＮＰＯ法人数」年々増加し、予定を上回っている。一方、成果指
標２の「市民活動に参加している区民の割合」は、平成19年度から伸びが見られない。
今後とも、区民への啓発活動や事業の推進に取り組んでいく。
【成果の評価・コスト分析】
　「市民活動団体協働事業」のトータルコストは、その内容・規模等により経費が上下す
るため、年度により差異が生じる。また、「市民活動団体支援事業」及び「市民活動支援
センター等維持管理」については、指定管理者制度を導入しており、トータルコストはほ
ぼ同額で推移している。
【今後の方向性】
　引き続き、市民活動支援センターにおいて、各種支援事業のほかNPO法人の設立や
運営などに関する相談や講座等の開催を通して、市民活動の活性化を図る。また、市
民活動団体との協働事業についても継続していく。

経営資源配分の
方向性（なにを、
いつまでに、どの
ようにして行うの
か）

　市民活動支援センターは、NPOやボランティア団体等の市民活動団体の取り組みが
区民のために有意義に発揮されるよう、市民活動に関する相談・支援を行う拠点とし
て、平成21年度以降も指定管理者により事業展開や施設運営を行っていく。
　また、市民活動の支援として、区と市民活動団体との協働事業提案制度を継続し、公
私協働の仕組みづくりに努める。

実績 － － － － －

成果指標３
予定 － － － － － －

9.90

成果指標２
予定 ％

－

実績 ％ 7.20

市民活動に参加している
区民の割合（政策・施策
マーケティング調査）

55.00 89.00

77.00 85.00

6.60 7.40 8.30

51.0046.00

69.00

8.60

10.00

8.60

9.10

成果指標１
予定 団体 45.00区内のＮＰＯ法人数（国ま

たは都の認証を受けたＮ
ＰＯの数） 実績 団体 48.00

現状と課題
（成果指標分析）

 自らの意欲や能力を社会や地域の中で活かすことを目指し、様々な市民活動団体が
生まれている。新たな区民ニーズや課題に向け、従来の地域活動団体に加え、これら
の団体とも協働していく必要があり、市民活動団体の支援、育成に努めていく。

単位 1７年度 1８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

地域振興部

担当課 地域振興課

施策意図
市民活動団体との協働により、区民にきめ細かなサービスが提供できている。

平成２１年度　施策評価表

施策名 市民活動の支援
担当部





平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 市民活動の支援
担当部 地域振興部 施策トータルコスト(千円）

67,303担当課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト（千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

地域振興課

成果向上と
効率性の分析

（手段）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

区の職員が直
接関与する必

要性

165501 市民活動団体協働事業

２０年度 14,193

-2,146 21.09% B 2 B

１９年度 16,339

成果指標
１ 協働事業の年間実施事業数

単位

事業

２０実績 ２１予定

8.00 5.00

成果指標
２ 協働事業利用者アンケートで「満足」/回収数×100 ％

２０実績 ２１予定

93.80 72.00

386 30.49%

成果指標
１

区内のNPO法人数(国または都の認証を受けたNPO
の数)

単位

２１予定

85.00 89.00
団体

165503 市民活動団体支援事業

２０年度 20,520

１９年度 20,134

B 2 B

２０実績

成果指標
２

市民活動に参加している区民の割合(政策･施策マー
ケティング調査)

％

２０実績 ２１予定

8.60 10.00

２０実績165504
市民活動支援センター等維

持管理

２０年度 32,590

-284 48.42%

成果指標
１ 年間団体利用件数

単位

１９年度 32,874

成果指標
２ 年間利用者数

件

B 2 B

２１予定

1,777.00 1,560.00

人

２０実績 ２１予定

57,303.00 62,400.00

0.00%

成果指標
１

単位

２０年度

１９年度

２１予定２０実績

0

成果指標
２

２０実績 ２１予定

２０実績

２０年度

0 0.00%

成果指標
１

単位

１９年度

成果指標
２

２１予定

２０実績 ２１予定


